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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次

第72期

第３四半期

連結累計期間

第73期

第３四半期

連結累計期間

第72期

会計期間
自 平成22年４月１日

至 平成22年12月31日

自 平成23年４月１日

至 平成23年12月31日

自 平成22年４月１日

至 平成23年３月31日

売上高 （百万円） 160,979 174,420 219,032

経常利益 （百万円） 14,654 17,995 20,313

四半期（当期）純利益 （百万円） 8,986 10,472 11,750

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 6,263 8,010 8,636

純資産額 （百万円） 67,052 82,850 75,451

総資産額 （百万円） 134,215 148,748 136,467

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円） 221.43 225.31 282.69

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） 192.44 221.22 248.85

自己資本比率 （％） 45.9 52.3 51.3

　

回次

第72期

第３四半期

連結会計期間

第73期

第３四半期

連結会計期間

会計期間
自 平成22年10月１日

至 平成22年12月31日

自 平成23年10月１日

至 平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 89.44 82.68

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につきましては、記載しておりません。

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

３．第72期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号　平

成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

４．第73期第１四半期連結会計期間から潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定に当たり、平成22年６月30日改正の

「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。また、当該会計方針の変更は遡及適用され、第72期第３四半期連結累計

期間及び第72期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきまして遡及処理を行っております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に

つきまして、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

　

（その他事業）

　新規設立：株式会社ユニプレス技術研究所

（車体プレス部品事業）

　新規設立：PT.UNIPRES INDONESIA（以下「ユニプレスインドネシア」という。）

　

この結果、平成23年12月31日現在では、当社グループは、当社、子会社19社及び関連会社９社により構成されることと

なりました。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。

　

(1) 業績の状況

当社グループの当第３四半期連結累計期間の連結業績は、平成23年３月に発生した震災の影響と慢性的に進行す

る円高による為替影響があったものの、得意先の新車展開に伴う量産効果及び新規拠点の本格稼動等により、売上高

は1,744億円（前年同期比134億円増、8.3％増）となり、利益につきましても、当グループをあげて取り組んでおりま

すＵＰＳ（ユニプレス生産システム）活動を柱とした合理化成果も加わり営業利益は188億円（同28億円増、18.1％

増）、経常利益は179億円（同33億円増、22.8％増）、四半期純利益は104億円（同14億円増、16.5％増）となりました。

　
セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

① 日本

当セグメントにおきましては、震災影響はあったものの、売上高は999億円（前年同期比33億円増、3.4％増）

となり、セグメント利益（営業利益）は113億円（同19億円増、20.8％増）となりました。

② 北米

当セグメントにおきましては、震災影響と為替影響があったものの、売上高は211億円（同18億円増、9.7％

増）となり、セグメント利益は21億円（同４億円増、27.1％増）となりました。

③ 欧州

当セグメントにおきましては、為替影響等はあったものの新車展開に伴う量産効果が大きく、売上高は164億

円（同22億円増、15.5％増）となり、セグメント利益は18億円（同９千万円増、5.4％増）となりました。

④ アジア

当セグメントにおきましては、為替影響はあったもののインドとタイの本格稼動等により、売上高は368億円

（同60億円増、19.6％増）となり、セグメント利益は42億円（同12億円増、40.2％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に震災影響で減少していた受取手形及び売掛

金が42億円増加したこと、販売用型設備の在庫等のたな卸資産が57億円増加したこと等により、前連結会計年度末に

比べ122億円増の1,487億円となりました。

負債につきましても、震災影響で減少していた支払手形及び買掛金が50億円増加したこと等により、前連結会計年

度末に比べ48億円増の658億円となりました。

純資産につきましては、利益剰余金が95億円増加したこと等により、前連結会計年度末に比べ73億円増の828億円

となり、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ1.0ポイントプラスの52.3％となりました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

　
(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は17億円であります。

　

なお、当社に所属する既存の技術開発機能を集約し、機動的な技術開発体制を構築するため、平成23年４月１日付

で株式会社ユニプレス技術研究所を設立いたしました。当社グループにおける研究開発活動は、日本において行われ

ており、車体プレス部品、トランスミッション部品、樹脂部品の各事業において、下記のコンセプトで開発を進めてお

ります。

　
　① 製品開発

　1. 製品の強度・剛性の最適化

　2. 製品の小型・軽量化

　3. プレス技術を応用した製品の設計

　4. 開発期間の短縮化

　② 材料開発

　1. 高強度鋼板

　2. 高剛性樹脂材料

　3. 軽量化樹脂材料

　③ 工法開発

　1. 高強度鋼板プレス加工法

　2. ホットプレス工法

　3. 金属精密塑性加工法

　4. 軽合金材料のプレス工法

　5. 軽合金材料の溶接工法

　6. 高強度パイプ加工法

　7. 高強度樹脂プレス加工法

　8. 樹脂複合成形加工法
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 74,000,000

計 74,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成23年12月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成24年２月７日)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 46,687,873 46,802,373
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 46,687,873 46,802,373 － －

（注） 提出日現在の発行数には、平成24年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数は、含

まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成23年10月１日～
 平成23年12月31日
（注）

74,70046,687,873 51 9,285 51 9,912

（注）新株予約権の行使による増加であります。

　
(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

(自己保有株式)　
－ －

普通株式 4,300

(相互保有株式)　
－ －

普通株式 60,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 46,610,500466,105 －

単元未満株式 普通株式 13,073 － －

発行済株式総数 　 46,687,873－ －

総株主の議決権 － 466,105 －
　 　 　 　 　

　

② 【自己株式等】

平成23年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

ユニプレス株式会社
神奈川県横浜市港北区

新横浜一丁目19番20号
4,300 － 4,300 0.01

（相互保有株式） 　 　 　 　 　

株式会社サンエス
静岡県藤枝市岡部町
岡部1200

50,000 － 50,000 0.11

カナエ工業株式会社
静岡県富士宮市
万野原新田3680-9

10,000 － 10,000 0.02

計 － 64,300 － 64,300 0.14

(注) 自己保有株式につきましては、上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株

（議決権の数10個）あります。なお、当該株式数は、「① 発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含まれております。

　

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成23

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表につきまして、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,385 10,293

受取手形及び売掛金 32,657 36,954

たな卸資産 12,597 18,315

その他 7,963 10,438

貸倒引当金 △0 △1

流動資産合計 61,603 75,999

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 15,652 15,306

機械装置及び運搬具（純額） 24,221 24,989

土地 7,792 8,284

建設仮勘定 2,531 4,733

その他（純額） 13,012 8,351

有形固定資産合計 63,211 61,664

無形固定資産 2,483 2,145

投資その他の資産

投資有価証券 3,892 3,739

その他 5,307 5,232

貸倒引当金 △30 △34

投資その他の資産合計 9,169 8,938

固定資産合計 74,864 72,748

資産合計 136,467 148,748

EDINET提出書類

ユニプレス株式会社(E02194)

四半期報告書

 9/18



(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 18,253 23,321

短期借入金 5,611 5,614

未払法人税等 3,122 3,916

賞与引当金 2,609 1,273

その他の引当金 128 74

その他 14,355 15,707

流動負債合計 44,080 49,907

固定負債

長期借入金 7,167 6,935

退職給付引当金 3,906 3,641

その他の引当金 433 140

その他 5,428 5,272

固定負債合計 16,935 15,989

負債合計 61,015 65,897

純資産の部

株主資本

資本金 9,109 9,285

資本剰余金 10,090 10,343

利益剰余金 58,524 68,067

自己株式 △107 △14

株主資本合計 77,616 87,682

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 125 △134

為替換算調整勘定 △7,679 △9,716

その他の包括利益累計額合計 △7,554 △9,851

新株予約権 637 519

少数株主持分 4,752 4,499

純資産合計 75,451 82,850

負債純資産合計 136,467 148,748
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 160,979 174,420

売上原価 133,714 144,003

売上総利益 27,264 30,417

販売費及び一般管理費 11,318 11,590

営業利益 15,946 18,827

営業外収益

受取利息 40 88

受取配当金 13 50

持分法による投資利益 179 163

その他 183 167

営業外収益合計 416 469

営業外費用

支払利息 382 364

為替差損 1,108 827

その他 217 109

営業外費用合計 1,708 1,300

経常利益 14,654 17,995

特別利益

固定資産売却益 33 45

その他 11 0

特別利益合計 44 45

特別損失

固定資産処分損 222 62

その他 95 －

特別損失合計 318 62

税金等調整前四半期純利益 14,381 17,979

法人税等 5,031 7,106

少数株主損益調整前四半期純利益 9,349 10,872

少数株主利益 363 400

四半期純利益 8,986 10,472
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 9,349 10,872

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △162 △258

為替換算調整勘定 △2,872 △2,582

持分法適用会社に対する持分相当額 △50 △21

その他の包括利益合計 △3,085 △2,862

四半期包括利益 6,263 8,010

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 6,274 8,175

少数株主に係る四半期包括利益 △10 △165
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第３四半期連結累計期間

(自 平成23年４月１日  至 平成23年12月31日)

（連結の範囲の重要な変更）

第１四半期連結会計期間から新たに設立した株式会社ユニプレス技術研究所を、第２四半期連結会計期間から

新たに設立したユニプレスインドネシアをそれぞれ連結の範囲に含めております。

　

　

【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間

(自 平成23年４月１日  至 平成23年12月31日)

（会計方針の変更）

第１四半期連結会計期間から、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年

６月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22

年６月30日）を適用しております。

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・

オプションにつきまして、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの

公正な評価額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。

なお、これによる影響につきましては、「１株当たり情報に関する注記」に記載しております。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間

(自 平成23年４月１日　至 平成23年12月31日)

（税金費用の計算）

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。
　

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間

(自 平成23年４月１日　至 平成23年12月31日)

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。
　

（改正法人税法及び復興財源確保法に伴う税率変更等）

平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する

法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確

保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以降開始する連結会計年度より

法人税率が変更されることとなりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率は、従来の40.2%から、平成24年４月１日か

ら開始する連結会計年度以降は37.95％に、平成27年４月１日から開始する連結会計年度以降は35.58％に変更さ

れます。

この変更による影響は軽微であります。
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【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおり

であります。

　
前第３四半期連結累計期間

(自 平成22年４月１日

  至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成23年４月１日

  至 平成23年12月31日)

減価償却費 13,033百万円 11,156百万円

のれんの償却額 81百万円 81百万円

　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日　至 平成22年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 503 12.50平成22年３月31日 平成22年６月28日 利益剰余金

平成22年11月11日
取締役会

普通株式 406 10.00平成22年９月30日 平成22年12月13日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日　至 平成23年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月28日
定時株主総会

普通株式 462 10.00平成23年３月31日 平成23年６月29日 利益剰余金

平成23年11月7日
取締役会

普通株式 466 10.00平成23年９月30日 平成23年12月12日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

前第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日　至 平成22年12月31日）

（単位：百万円）

　
報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２日本 北米 欧州 アジア 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 96,66619,26714,24430,800160,979 － 160,979

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

12,684 22 8 335 13,051△13,051 －

計 109,35119,28914,25331,136174,030△13,051 160,979

セグメント利益 9,4051,6701,7143,05215,842 103 15,946

(注) １．調整額は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

当第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日  至 平成23年12月31日）

（単位：百万円）

　
報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２日本 北米 欧州 アジア 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 99,99321,13316,45736,835174,420 － 174,420

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

13,563 6 5 574 14,149△14,149 －

計 113,55721,13916,46337,410188,570△14,149 174,420

セグメント利益 11,3602,1231,8074,27819,569 △742 18,827

(注) １. 調整額は、セグメント間取引消去であります。

２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

　

項目

前第３四半期連結累計期間

(自 平成22年４月１日

  至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成23年４月１日

  至 平成23年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 221円43銭 225円31銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 8,986 10,472

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 8,986 10,472

普通株式の期中平均株式数(株) 40,581,879 46,480,539

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 192円44銭 221円22銭

(算定上の基礎) 　 　

普通株式増加数(株) 6,114,083 858,864

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在
株式で、前連結会計年度末から重要な変動があった
ものの概要

－ －

　

（会計方針の変更）

第１四半期連結会計期間から、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月

30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30

日）を適用しております。

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オ

プションにつきまして、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な

評価額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。

これらの会計基準等を適用しなかった場合の前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益の金額は、193円56銭であります。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第73期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）中間配当につきましては、平成23年11月７日開催の取締役会

において、平成23年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議し、配当

を行っております。

① 配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　466百万円

② １株当たりの金額　　　　　　　　　　　　10円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成23年12月12日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年２月３日

ユニプレス株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   原　田　　誠　司    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   中　桐　　光　康    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているユニ
プレス株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
(平成23年10月１日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23
年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半
期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ユニプレス株式会社及び連結子会社の平成23
年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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